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研究成果の概要（和文）：より良い未来の電源構成の選択ができる人材育成を行うために，中学校技術分野で，
JIS9700等のリスクアセスメント及びリスク低減プロセスの中で，リスク認知・評価及びその低減を考える授業
実践を行った。その結果，中学生等は，リスクについて被害の程度は認識しているが発生確率は意識しておら
ず，便益を感じていないリスクを避ける傾向が見られた。リスクアセスメントを考慮した授業では，リスクの意
味や低減方法の考え方を理解した生徒が増加した。例えば2030年の電源構成を検討させる授業では，リスク情報
を提示した場合，国が予想する原子力発電の導入割合との差が縮小し，2050年では低GHG排出電源の導入割合が
増加した。

研究成果の概要（英文）：In order to foster personnel capable of choosing a better future power 
supply configuration, in the junior high school technology education, in the risk assessment and 
risk reduction process of JIS 9700 etc., class practices that introduced risk recognition and 
evaluation and its reduction method has been conducted. As a result, junior high school students and
 others recognized the extent of damage with regard to risk, but were not conscious of the 
occurrence probability and tended to avoid the risk if they feel there’s no benefit. In classes 
that considered risk assessment, the number of students who understood the meaning and measures for 
reduction of risk has been increased. For example, in the classes to review the power supply 
composition in 2030, when risk information is presented, the difference from the introduction rate 
of nuclear power generation expected by the country is reduced, and the introduction ratio of low 
GHG emission power source increased in 2050.

研究分野： 技術教育
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１．研究開始当初の背景 
福島第一原子力発電所の事故が，原子力

行政や電力会社に対する国民の不信感を増
大させた結果，民意が電力需給計画の策定
に大きな影響を与えるようになった。これは民
主主義としてよりよい方向に見えるが，その大
前提である国民の電力需給システムやエネル
ギー・資源の需給構造への理解は十分とは言
えず，不確実な情報や考えに基づいて判断さ
れていることが多い。一方で，福島第一原子
力発電所事故後に行われた中学生を対象に
した将来の電源選択調査では，論理的回答
を行った生徒の割合が全国平均に比べて福
島県の生徒の方が約 5 倍高いことが分かって
いる。これは，2040 年までに県内電力消費量
分を再生可能エネルギーで賄うことを目標と
掲げる福島県では，原子力や再生可能エネ
ルギー，高効率石炭火力発電である IGCC 等
の電源インフラに関する情報が豊富で，原子
力災害に伴う放射線への理解と防災教育の
推進によりリスクを考える機会が多く存在して
いるためだと考えられる。即ち，効果的なエネ
ルギー関連情報の提供とリスク認知と同時にリ
スクマネージメントを行うことができれば，より
良い未来の電源構成の選択ができるものと考
えられる。これを行うためには，技術に関する
学習機会が保証され，これらの内容が学習内
容に含まれている中学校技術分野での学習
展開の構築が必要不可欠である。 

 
２．研究の目的 

本研究では中学校技術分野において生徒
にリスク概念の構築をさせ，電源インフラを中
心とした技術・製品の評価を可能にさせるカリ
キュラムの開発を通して，技術の評価活用力
を高めることを目的とする。 
 
３．研究の方法 

各分野におけるリスクの取扱いや教育方法
を調査し，生徒・学生に対する教育実践時の
情報認識・収集・選択を視点追尾装置や連
想・アンケートで調べる。そして，リスク概念の
形成過程や技術の評価活用状況をアンケー
ト調査や脳血流計・視線追尾システム等を用
いて分析し，活用型学力の習得状況を明らか
にすることで，中学校技術分野におけるリスク
教育のカリキュラム開発を行う。 
 
４．研究成果 
(1) 技術教育等におけるリスク教育の取扱い

の変遷や内容及び実践例に関する調査 

技術教育におけるリスクの取り扱いの変
遷・内容及び実施例に関する調査を行った結
果，職業科の創設期から主に機械工作などの
工具や機械を扱う場面でリスクが扱われてき
たが，現行の学習指導要領からは情報モラル
や電気製品の保守点検の内容で扱われるよう
になっている。しかし，中学校技術分野ではリ
スクの概念化を図る実践的な授業は殆ど見当
たらず，選択数学でのリスクを確率論的視点

から扱った授業などに限られている。一方で
原子力学会等では，一般を対象としたリスクコ
ミュニケーションの事例報告が多く，義務教育
段階での有用な情報は殆ど見られなかった。
一方で，ISO12100やJIS9700等のリスクアセス
メント及びリスク低減の反復プロセスは，医療
や産業で導入されており，その手法を技術分
野の教育に導入することが有用と考えられる。
その手法では，リスク認知と評価及びその低
減方法の検討が重要である。また，誤使用の
明確化やハザードの特定といったリスク認知
のベースになる学習とリスク評価やその低減
に向けた考察といった技術の評価・活用に関
する部分を授業では繰り返し扱うことが必要と
考えられる。 

以上のことから，中学生にリスク概念を構築
するためには，中学校数学での確率の学習
状況（学習指導要領の第 2 学年 D「資料の活
用」で扱う）を考慮して，リスクの定義を 

リスク ＝ 被害の大きさ × 発生件数 

のように定義することが望ましいと考えられる。
ここで「被害の大きさ」は，製品事故によって
人が受けた被害の大きさを表しており，「発生
件数」は，その製品の一定期間内の事故件数
である。本来，確率というファクターを考慮する
ことが必要であるが，中学生にリスクを理解さ
せる最初の段階として，確率的要素を排除し，
単純にリスクが生起した件数とその影響度に
焦点を当てさせた。また，「被害の大きさ」は無
次元数であり，「発生件数」の単位は[件／年]
である。ここでは，ISO12100 の「発生確率」と
なっていた部分を「発生件数」に置き換えた形
になっている。なお，ここでは，リスクには純粋
リスク（人的，財産，賠償責任等）と投機的リス
ク（経済・政治・技術等の情勢変化）があるが，
内容と扱う資料の分かりやすさによって，授業
で扱うリスクを決めなければならない。電力需
給システムのように高度な IT 技術が導入され，
電力自由化によって，既存の電力会社のみな
らず，小中の自家発電事業者や太陽光発電
を設置した家庭もが発電事業者となった現在
において，全ての国民が技術を学ぶ唯一の
科目である中学校技術分野の評価活用や次
期学習指導要領で示された技術イノベーショ
ンの問題解決学習で，このリスクマネージメン
トの概念を取り込むことは意義深いと言える。 

技術分野でリスクを扱う方法を検討するた
めに，技術担当教員や学生のリスク認知の状
況とその教員が考えるリスクに関する授業を調
査した結果，学生・教員にかかわらず，既に
便益を受けている X 線検査等の技術の利用
は肯定的であるが，原子力発電所近郊での
生活，新型インフルエンザや中国産食品は否
定的であった。また，小学校教員と中学校の
技術教員を比較すると，中学校技術分野で学
習するコンピュータウイルス対策と取扱説明書
の利用と手入れされた工具の使用について，
肯定的なグループと否定的なグループで統
計的に有意な差が見られる傾向や有意な差



が見られた。技術担当教員は，生徒に技術の
光と影を伝え，適切な技術の活用の方法を考
えさせる手段として，リスク学習の必要性を感
じていることが分かった。 

 
(2) 電源選択を題材にリスク概念の構築と技

術の評価活用を意識したカリキュラムの提
案とそれに必要な関連情報のデータベー
ス化 

中学校技術分野のエネルギー変換に関す
る技術について，生徒にリスク概念の構築をさ
せ，技術の評価活用に生かせるようなカリキュ
ラムを開発するために，「エネルギー変換に関
する技術」で扱われている身近な電気製品や
電力システム技術の評価に関する学習指導
案や学習プリントを作成した。そして，この学
習で必要となる関連情報を関連書籍や文献
から調査抽出し 28 件の基礎データをデータ
ベース化した。なお，これらの基礎資料は，パ
ワ ー ポ イ ン ト 形 式 と PDF 形 式 で ，
http://tech.edu.nagasaki-u.ac.jp/tech/energ
y/home/generat.html で公開している。 

中学生に対する「地域の電力消費量を賄う
発電方法の選択」を題材とした授業では，電
源の経済・環境・社会性に注目・議論させる授
業の方が原子力発電を選ぶ傾向が見られた。
これに対して，2030 年の電源構成を考えさせ
る授業では，日本政府が示した電源構成を示
した生徒は 1 割以下と低く，ほとんどが再生可
能エネルギーや火力発電に過度に依存して
いた。このような生徒は，放射線の負の側面を
重視しており，原子力発電を敬遠する傾向が
見られたが，過半数以上の生徒は「インター
ネットの情報」には懐疑的で，前年度の大学
生の結果と同じであった。さらに，大学生に対
する高レベル放射性廃棄物処理問題や再生
可能エネルギーのみの電源社会を考える授
業では，放射線と地震を含めた防災工学の知
識，社会制度や電力システム技術に対する知
識が不足しているため，根拠が薄い回答を導
き出していた。これらの結果は，発電方法の
選択を考える場合，個々の技術の特徴のみな
らず，社会制度や電力システム技術全体を捉
えたうえで，経済，環境，社会（人）へのリスク
を考えさせる授業の構築が必要であることを
再認識させる結果であった。 

 

(3) 視線追尾システムや連想・アンケート調査
による受講者の学習状況の分析 

生徒はリスクに関するインターネットの情報
に不安を抱えながらも，そこから情報を取捨選
択していることから，情報に関する技術でのリ
スクの取り扱いを考えるために，スマートフォン
のリスク依存度を眼球運動測定装置と脳血流
計により測定した。その結果，依存リスクが高
い学生ほど，視点や脳血流の変化が大きく，
集中力を阻害するなどのリスク資料が得られ
た。情報セキュリティのウイルス感染リスクや電
源に関するリスク情報の提示が脳血流量や視

点の動きに与える影響を分析した。その結果，
大学生を対象とした情報に関する技術として，
情報セキュリティのウイルス感染リスクを扱った
実験では，リスク認知の変化や脳血流量の変
化からコンピューターのウイルス感染疑似体
験のような視覚的に影響が大きいようなリスク
情報を提示すると，リスク概念が発達する可能
性が示され，事後アンケートからリスク対策に
関する意識変化が見られた。また，エネルギ
ー変換に関する技術として，電源の二酸化炭
素排出原単位，年間死亡率，発電コストとい
った情報を文章と図・グラフで提示した場合の
将来の電源構成を考えさせる実験を行った。
その結果，脳血流量や視点の動きやアンケー
ト調査から文章による説明よりも，図・グラフに
よる情報提示の方が有意に技術評価をしや
すいことが示された。 

 

(4) 受講者が評価・選択した電力システムの
分析と概念化の状況に関する調査 

原子力ワークショップを中心とした未来の電
源構成を考える授業を行った結果，地球温暖
化への危機感が高く，再生可能エネルギーへ
の過度な期待があり，石油に対する理解は不
十分（利便性期待大，コスト意識低）であった。
また，福島第一原子力発電所事故の影響が
大きく，そのため安全性への懸念が大きかっ
た。そして，省エネルギーへの期待は大きい
が，具体的な解決策は考えられていなかった。
更に，国の想定電源構成比と 20%以内の整合
度を考えた生徒は 7%程度しかおらず，リスク
情報を提示しなければ，国の想定と比較して，
再生可能エネルギーの利用割合より平均 16%
高く，石炭・原子力の利用割合より平均 22.5%
低く見積もっていた。自由記述の評価の視点
や事後アンケートの意識の変化から，原子力
発電を肯定的にとらえる生徒が有意に増加し
たが，経済性や安定性の評価の視点の意識
が低く，繰り返しリスク概念や情報を提示する
ことが必要である。一方で，リスク情報を提示
した場合，原子力発電の国の想定との差が低
下したことから，リスク認知が進んだと考えられ
るが，温暖化対策として火力発電の抑制意識
や水力発電に対する過度の期待が見られた
ことから，事故リスクのみならず，管理リスクや
自然災害リスクなどの他のリスクを抽出・比較
させる等の取り組みが必要であることが分かっ
た。なお，我が国の原子力発電で大きな問題
となっている高レベル廃棄物の処分地先生問
題に関する学生のワークショップの結果では，
放射線と地震を含めた防災工学の知識，即ち
科学的な知見がなく，判断に影響を与えてい
ることが分かったが，この様な問題の議論の
場の必要性と与えた知識や情報が検討の判
断材料になることが示された。 

 

(5) リスク概念を導入した活用型学力のカリキ
ュラムの開発 



材料と加工に関する技術について，リスクの
授業のめあてを「事故を予測すること」と「事故
の原因である製品上の原因の特定をするこ
と」及び「リスクを低減するための改善案を考
えること」とし，授業展開を考案し，実践研究を
行った。「導入」では，リスクのイメージを持た
せるため壊れかけの椅子を用いて危険を予
測させ，「知識・理解」では，リスクの考え方の
理解を促すために，生徒に身近なお風呂場
での乳幼児の転倒事故と二段ベッドの事故の
予測・原因特定・改善案の検討を行わせた。
そして「改良と応用」では，生活から社会に意
識を向けるため，遊具で最も事故発生件数が
多い「滑り台」にリスクの考え方を当てはめ，材
料表及び制約条件を踏まえて，事故の予測・
原因特定・改善案を検討させた。最後に「まと
め」では，社会で，リスクの考え方の活用方法
を知ることとした。その結果，リスクへの興味･
関心に関する記述は見られず，「滑り台」の製
品上の原因による事故を予測した記述数が少
なかった。一方で，リスクの言葉の意味を，ま
たリスクを低減方法の考え方を理解している
生徒が多く見られた。また，未来の電源構成
を考える授業では電源のデメリットを技術的に
改善させるグループディスカッションが効果的
であること，適切な教材があれば，大学教員
や大学院生に比較して学校教員の方が生徒
の理解が高いこと示された。この「材料と加工
に関する技術」と「エネルギー変換に関する技
術」の授業展開と研究成果を参考にして，「生
物育成に関する技術」では，トマト栽培をする
農業経営者を題材とした農業経営シミュレー
ションを提案した。また「情報に関する技術」で
は，災害時を想定した通信技術の選択と技術
的課題発見の授業を提案した。 

以上のように，エネルギー変換の電力需給
システムを中心に，生徒のリスク概念の構築か
ら技術的思考の醸成を試みた。その中で，原
子力発電に対する人的リスクに対する認知の
向上や，未来の電源構成の予想が人的被害
や環境緩和によるリスク低減に繋がると言った
生徒の思考が示されたが，経済性等の他のリ
スク要因を踏まえられていないことも明らかに
なった。今回の研究で整備されたリスク情報を
活用し，3 年間を見通した継続的・反復的な
授業実践による効果検証を行うことで，リスク
マネージメントによる技術教育の展開の確立
をさらに進めたい。 
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